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序　　　　　文

国際協力事業団は、タンザニア連合共和国で進展中の保健セクター改革と地方分権を背景とし

た「モロゴロ州保健行政強化計画プロジェクト」を 2001 年 4 月から 2006 年 3 月までの 5 年間の予

定で実施しております。これは、ダルエスサラーム市西部に位置する内陸モロゴロ州および州内

5 県の保健行政マネージメント・チームの保健行政運営管理能力の向上を通じて、最終的にモロゴ

ロ州の住民が適切なヘルス・ケアへのアクセスを得ることを目標とするプロジェクトであり、行

政能力構築支援を主眼とする新しいアプローチの協力として各方面からその効果に期待が寄せら

れているものです。

本プロジェクトは、その協力範囲の広範さから、プロジェクト開始と同時に技術移転活動を行

うことは控え、開始当初の数か月は行政能力構築の一環として日本・タンザニア双方による州内

保健状況の現状分析を行うことが合意されており、今般、日本・タンザニア側の参加者が一堂に

会して現状分析結果の共有とプロジェクト活動目標・内容の策定に向けた PCM ワークショップを

行うため、2001 年 12 月 9 日から 12 月 19 日までの日程で、小職および国内委員長である筑波大学

社会医学系 大久保 一郎 教授を中心とする運営指導調査団を派遣しました。本報告書はその調査

結果をとりまとめたものです。

ここに、本調査にあたりご協力を賜りました関係各位に対しまして深甚なる謝意を表しますと

ともに、今後のプロジェクトの実施・運営にあたり、関係各位の更なるご協力をお願いする次第

です。

2002 年 1 月

国 際 協力事業団 　 　 　

医療協力部長　藤崎　清道　　







略　語　表

AIDS Acquired Immune Deficiency Syndrome エイズ（後天性免疫不全症候群）
ARI Acute Respiratory Infection 急性呼吸器感染症
CHMT Council Health Management Team 県保健行政マネージメント・チーム
CMO Chief Medical Officer （保健省）首席医務官
CIDA Canadian  International Development Agency カナダ国際開発庁
DAC Development Assistance Committee （経済協力開発機構）

開発援助委員会
DANIDA Danish International Development Agency デンマーク国際開発庁
DHMT District Health Management Team 県保健行政チーム
DMO District Medical Officer 県医務官
EPI Expanded Program on Immunisation 拡大予防接種計画
EZTC East Zonal Training Centre 東部ゾーナル・トレーニング・

センター
FP Family Planning 家族計画
GTZ Deutsche Gesellshaft Für Technische

Zusammenarbeit
ドイツ技術協力会社

HIV Human Immunodeficency Virus ヒト免疫不全ウィルス
HMIS Health Management Information System 保健マネージメント情報システム
HSR Health Sector Reform 保健セクターリフォーム
MT Hospital Management Team 病院管理チーム
NGO Non-Governmental Organization 非政府組織
PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マ

ネージメント
PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス
PRSP Poverty Reduction Strategy  Paper 貧困削減戦略文書
RAS Regional Administrative Secretary 州行政長官
RC Regional Commissioner 州知事
RHMT Regional Health Management Team 州保健行政マネージメント・チーム
RHMT/CHMTs Regional/Council Health Management Team 州／県保健行政マネージメント・チーム
RMO Regional Medical Officer 州医務官
SDC Swiss Development Cooperation スイス開発協力協会
STD Sexually Transmitted Disease 性感染症
TBA Traditional Birth Attendants 伝統的助産婦
TEHIP Tanzania Essential Health Intervention Project （カナダ）TEHIP
UN United Nations 国際連合
UNFPA United Nations Foundation Population Agency 国連人口基金
UNICEF United Nations Children's Fund 国連児童基金（ユニセフ）
URTI Upper Respiratory Tract Infection 上気道感染症
UTI Urinary Tract Infection 尿路感染症
WB World Bank 世界銀行
WHO World Health Organization 世界保健機構
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1.　運営指導調査団派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

2001 年 4 月より開始された本プロジェクトの討議議事録（R／D）には、開始直後の数か月はモ

ロゴロ州保健行政状況に関する現状分析を実施し、その結果を踏まえて 2001 年 12 月に参加型計

画手法によるワークショップを行い具体的な活動内容を決定することが明記されていた。本運営

指導調査はこれを受けて、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を改定し、2002 年 1 月

からプロジェクト終了（2006 年 3 月末）までのプロジェクトの活動内容を具体化するとともに、今

後のプロジェクト実施にかかわる必要な事項をタンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記

す）のカウンターパート（C／P）と合意し協議議事録（M／M）において確認することを主たる目

的とした。

あわせて、プロジェクト実施体制について JICA タンザニア事務所およびプロジェクト専門家、

JICA 本部および国内委員会との意思疎通を図ることも重要な目的として位置づけられた。

1 － 2　調査団の構成

　　　担　当　　　　　　　氏　名　　　　　　　　所　　　属

団長／総括 藤崎 清道 国際協力事業団医療協力部長

保健行政／国内委員長 大久保 一郎 筑波大学 社会医学系 教授

参加型計画 湊　直信 FASID 国際開発研究センター副所長

協力計画 不破 直子 国際協力事業団医療協力部 医療協力第二課 職員

PCM 副モデレータ 齋藤 英子 FASID 事業部 主任（FASID 負担参加）

1 － 3　調査日程

日順� 月　日� 曜日� 移動および業務�

1 12月10日 月 ダルエスサラーム着　JICAタンザニア事務所協議

2 12月11日 火 モロゴロへ移動　モロゴロ州RC代行、RMO、RHMT表敬

3 12月12日 水 PCMワークショップ

4 12月13日 木 PCMワークショップ

5 12月14日 金
 プロジェクト打合せ（PDM案整理・M／M案作成）

　　  RMO協議

6 12月15日 土 RAS、CMO協議　M／M署名

7 12月16日 日 ダルエスサラームへ移動

8 12月17日 月 JICAタンザニア事務所報告　ダルエスサラーム発
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2．調査結果要約

2 － 1　PDM 策定

プロジェクトが実施した事前ワークショップで抽出された問題群を踏まえ、RAS、RMO をはじ

めタンザニア側州／県保健行政マネージメント・チーム（RHMT／CHMTs）約 30 名（保健省代表

1 名を含む）の参加を得て積極的な議論が行われた。

最終的に、成果は（1）HMIS 改善、（2）他州を含めたRHMT／CHMTs 間の情報共有、（3）RHMT

／CHMTs 計画・実施・モニタリング・評価向上の 3 点に整理され、各々の達成に向けた諸活動が

検討された。このうち（1）HMIS については、その向上が上記成果（3）の必要条件の 1 つとなる

こと、また RHMT／CHMTs が日常から実施の困難さを痛感しているためか、特に参加者の関心

を集めた。活動の検討に際しては、誰が行う活動なのか（RHMT か、5CHMTs か、両方か）を明

確にすることに留意し、特に主語を示さない活動については、可能な限り RHMT／CHMTs の努

力を促しつつ日本側投入（特に通信・情報機材供与等）、他ドナーの支援を求めていくこととした。

対処方針で検討した RHMT／CHMTs の介入バランスについては、どちらが主か従かという議

論はなく、上述のとおり各活動の主体を明らかにすることにより整理した。モデル地域／保健施

設の設定に関しては、指標入手手段として保健施設での満足度出口調査、質問票配布などが提案

されたが特定の地域／保健施設設定の必然性は低いと思われること、RHMT／CHMTs に加えた

第三の介入レベルの設定による活動分散が懸念されることなどから活動に含めなかった。

2 － 2　プロジェクト実施体制

上記で定めた活動の方向性を基に今後の専門家体制を提案し、タンザニア側の了解を得た。具

体的には、リーダー、調整員に加えて、

（1）に対応する「HMIS ／保健情報管理（田中専門家の「保健行政計画」からの変更）」

（2）に対応する「保健行政管理（北山専門家の「公衆衛生」からの変更）」

（3）に対応する「保健行政計画」（新規派遣）の 5 名の長期専門家で、空席のリーダー候補につい

ては田口 明男 専門家の 2 年間の派遣について合意を得た。
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3．団長総括

3 － 1　調査結果

調査目的はほぼ達成、今後のプロジェクト遂行の基盤が整備されたと確信している。以下個別

に述べる。

（1）PCM ワークショップと PDM の改訂（附属資料①参照）

詳しい経過と内容は湊団員の報告に譲るが、特筆すべきは終始タンザニア側参加者の主体

性を尊重したワークショップ運営が行われたことである。その結果、PDM 内容はタンザニア

側の納得のいくものとなり、終了式においても満足感が見て取れた。また、ワークショップ

の結果を受けて PDM を確定するための協議過程では、プロジェクト目的の指標をペンディン

グにするなどのデリケートな部分について予想外の一致をみるなど、双方の理解が相当程度

共通していることが確認でき、日本側としても満足できる結果となった。

この成功の要因としては、（1）モデレーター・副モデレーターの優れた能力と粘り強い取り

組み、（2）プロジェクト専門家チームの、スワヒリ語を駆使したワークショップ内外での調整

と「タンザニア側の主体性を尊重すべき」というワークショップ運営に関する強い信念、（3）

JICA タンザニア事務所からの参加者を含めた日本側一体となったワークショップへの参加と、

その前後での熱心な討論による問題の明確化と方向性の確認および PDM の修正、（4）ワーク

ショップに至るまでの専門家による RHMT／CHMTs との協議・事前ワークショップ等を通

じたタンザニア側の内容の理解と相互の信頼関係の構築、（5）RAS の全面的支援と参加等が

あげられよう。

今後、プロジェクトとしては PDM で設定された成果を達成すべく活動計画に沿って、①ま

ずHMIS 改善という具体的なアプローチに着手し、②その後RHMT／CHMTs 内・間および他

州との経験の交流やコミュニケーション・システムの改善・整備を支援し、③あわせて行政

能力（問題把握・分析、保健計画策定、実施、評価）を向上させるための様々なトレーニング

／オン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）、セミナー、短期専門家による指導等の支援や機

会の提供を行うことになろう。本質は③の成果を達成することであり、①②は手段と位置づ

けられるが、これらはタンザニア側の問題意識を反映したものであり、また具体的な成果の

見えやすいものから取り組んでいくというアプローチは求心力を高める効果が期待できよう。

国内委員会で議論したモデル地域の設定や 5CHMTs を主とするという方向は特に取り上げ

られなかった。プロジェクトとして、実行上は、これまでの専門家の努力により RHMT との

理解が十分に深まったという到達点を踏まえ、RHMT を通じた形での 5CHMTs への働きかけ
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を強めていくことになろう。

（2）M ／M

附属資料において、4 事項が確認された。特記すべき点は以下のとおり。

1）PDM

PDM は今後のプロジェクトの進捗に伴い柔軟に修正され得る。プロジェクト目標の指標は

適当な期間内に策定する。2002 年度のPO（Plan of Operation）は 2002 年 3 月までに策定す

る。

2）REMARKS

日本人専門家はタンザニアの保健関係者がプロジェクト目標を達成するための触媒（カタ

リスト）として機能することを再確認する。

3）FUTURE　EVALUATION

中間評価は 2003 年の後半に行う。終了時評価は 2005 年の 9 月と 11 月の間頃に行う。

4）DISPATCH OF JAPANESE EXPERTS

長期専門家の専門分野のカテゴリーを変更・増加し、5 名プラスその他必要なものとした。

これと関連して、2002 年の 1 月より田口氏をチーフ・アドバイザーとして派遣することに

ついて合意を得た。

（3）日本側関係者との意思疎通

プロジェクト専門家、JICA タンザニア事務所所長・所員、保健省配属の保健協力計画専門

家と国内委員長、医療協力部長、本部プロジェクト担当職員が意見交換を行うことを通じて、

タンザニア日本人関係者と日本国側関係者の間での意思疎通が十分になされた。プロジェク

ト開始後より、チームリーダーを含む専門家 2 名の早期帰国後という予測を超えた困難な時

期があったため、本部と在タンザニア日本側関係者との意思疎通が必ずしも十分にはいかな

かったが、これは電子メールによるやり取りという限定された媒体が主となり、十分なコミュ

ニケーションが取れていなかったことも一因であった。直接面と向かい、時間を十分に取っ

て意見交換を行うことの重要性が痛感された。

3 － 2　今後の課題

（1）プロジェクトの基盤整備はなされたが、保健行政能力の向上という新たな、しかも技術的に難

しい協力を実施していく以上、今後の推移は楽観できない。プロジェクトがその目標を達成でき

るように国内支援体制の強化が不可欠であり、特に同一短期専門家の継続的な派遣とC／P 研修

の受入れを可能とすべく、それらの関係者を含む国内委員会の拡充を早急に行う必要がある。
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また、適切な支援を行うためにもプロジェクト専門家、JICA タンザニア事務所と医療協力部、

国内委員会との密接なコミュニケーションが重要であり、時差の問題はあるが、電子メール以

外に電話での直接対話も十分に取り入れていく必要がある。

（2）問題分析の段階が終了し、具体的な活動が実施され拡大されていくとこれまで以上に業務

量が増加していくことが予想される。特に、RHMT が主になるにしても、5 CHMTs への関与

は物理的にも相当の手間を要するので、周到な計画・効率的な実施と専門家内の役割分担が必

要になる。随時見直しをしながら柔軟に対処する体勢で長期戦に備えることが必要である。

3 － 3　所　感

日本での想像をはるかに超えてモロゴロでの活動が着実に進められていた。3 人のプロジェクト

専門家は、現地に溶け込みC／P の深い信頼を勝ち得ていた。既に問題分析も実施されプロジェク

トに対する相互理解が進んでおり、ワークショップへの準備が整えられていた。プロジェクト事

務所も借り上げにより整備され、プロジェクト実施基盤の整備は既に整っていた。困難な条件下

でのこれまでの専門家の努力とその成果に敬意を表する。また、プロジェクトを支えるために多

大な努力をされた JICA タンザニア事務所の皆様、保健省配属の橋本専門家にも御礼を申し上げる。

本プロジェクトは、JICA にとっても他国の援助機関にとっても未経験の協力分野であり、プロ

ジェクトの今後も決して平担とは思われないが、大きな成功を予感させる。その理由にタンザニ

ア側の優れたオーナーシップがある。すなわちM／M のタンザニア側署名者の保健省首席医務官

（CMO）Dr.Upunda、モロゴロRAS Chikira 氏、モロゴロRMO Dr. Fupi はすべて日本の技術協力

の理念と仕組みを理解し共感しており、かつ強い指導力がある。また、前二者は日本訪問の経験

があり、それぞれ原爆の廃墟からの広島の復興、明治維新からの日本の発展を賞賛しており、タ

ンザニアがこれらの経験に学ぶべきだと考えている。タンザニア自らの力で持続可能な協力をこ

そ求めているともいう。参考にワークショップ終了式での Chikira 氏の挨拶原稿を次項に添付す

る（実際には、アドリブで明治維新の話や日本との友情を発展させようとか、原稿以上に熱をこ

めて語られていた）。

一国の発展過程では、愛国心に溢れた官僚が輩出するのであろうか。本プロジェクトを広く二

国間の有効と相互理解に役立てたい。
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4．プロジェクト活動提言

今後のプロジェクト活動は、今回の PCM ワークショップにより作成された PDM に記載された

とおりである。本ワークショップは日本側専門家とタンザニア側 RHMT／CHMTs による事前の

ワークショップ等による準備を基礎として実施されたため、2 日間という限定された時間内に、考

えられる膨大な活動のなかから優先的に 3 つの活動の柱を設定できた。この準備は時間的に有効

であったばかりではなく、これらの活動を通じて既に、RHMT／CHMTs 間における問題の共有と

今後の活動における一定の方向性を共有していたという意味で極めて有効であった。したがって、

PDM に記載されている活動内容は一朝一夕に考えられたものではなく、十分な時間を経て日本側

専門家とのコンセンサスの下、タンザニア側が主体的に自ら築き上げたものであり、今回示され

た活動内容は最大限に尊重されるべきである。これらの活動は一義的にはタンザニア側による活

動であるが、今後はこの活動が確実にかつ効果的に実施できるよう、日本側が必要に応じてカタ

リストとして支援することとなる。

4 － 1　活動内容

RHMT／CHMTs を含めたプロジェクトの活動内容は大きく 3 つの柱からなる。

1 つはHMIS の改善のための活動、2 つ目は他州も含めたRHMT／CHMTs 間の経験や情報の共

有のための活動、そして RHMT／CHMTs の計画・実施・モニタリング・評価の向上のための活

動である。これらの活動は誰が行うかも明記され、その責任主体が示されたことは活動の評価や

進行管理をするうえで有効である。具体的に以下のとおり述べる。

（1）保健マネージメント情報システム（HMIS）

保健情報を県、州、国へとあげるシステムは一応構築されているが、その情報の収集能力

の乏しさと活用度が低いことが問題である。保健情報はいうまでもなく保健計画策定や評価

に必須であり、このシステムの強化を図る活動は極めて重要である。

プロジェクト活動としては本プロジェクトが資機材を提供することを目的としてはいない

が、必要最小限の通信機器（FAX、無線装置等）の整備を行い、州と各県の円滑なコミュニケー

ションを図る必要がある。更に保健情報データの処理のためにパソコンの配置も必須である。

RHMT／CHMTs には情報が有効に活用できるように、データ処理に関する能力を獲得させ

る。RHMT は各県を比較することにより、各県の強みや弱点を把握し、各県に対して根拠に

基づいた指導ができる能力を、また 5CHMTs は自県の状況を把握し各種の計画策定や評価に

保健情報を反映させる能力を高める必要がある。このためには最低限の情報処理に関する研
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修を行うとともに、その研修成果をRHMT／CHMTs 間で伝達させる。また、RHMT／CHMTs

間の定期的な会議において各県のデータを示すことにより、その読み方を学び、問題点を共

有させることが考えられる。

（2） 情報・経験の共有化

タンザニアに限らず途上国においては、個人や組織の貴重な経験や実績が単に個人やその

内部にとどまり、同僚や他の組織構成員へ普及され、共有されることが少ない。したがって

研修等の援助国側の活動がその成果として面的に広がることを妨げている。このような状況

に対して、本プロジェクトは他州を含めて、RHMT と 5CHMTs の経験を彼らのなかで共有さ

せるための活動を展開させる。これにより 1 つの経験がRHMT／CHMTs の緊密な連携を通し

て、複数の経験として共有、普及、還元されることとなるので、その活動の意義は大きい。

具体的にはRHMT／CHMTs 間のお互いのスケジュールの確認、キーパーソンの同定を含め

た情報伝達ルートの確立、他州および州内の県の相互視察、定期的な会合やワークショップ

の開催等である。また、情報リソース・センターを強化して、必要な情報の収集展示、ヘル

ス・ワーカーや住民にその活用を促すなどの活動があげられる。

（3）計画策定・実施・評価能力の向上

標記に係る活動は正しく本プロジェクトの目標でもあるが、その達成には上記 2 つの活動

が効果的に実施され、その成果があがることが重要であり、相互に関連がある。今回示され

た活動は特にRHMT と 5CHMTs の役割を明確に意識したものであり、タンザニアにおける州

と県との関係のモデルともなり得るものである。具体的にはRHMT の活動として、5CHMTs

の計画・実施・評価技能向上のための訓練をコーディネートする。5CHMTs の計画策定課程

に定期的に参画する。5CHMTs の活動をモニタリングと評価を行う。また、5CHMTs の活動

として、自らの保健活動を定期的にモニタリングを行い、RHMT／CHMTs 両者で、モニタリ

ングと評価のための方法を改善し、共同でその実施計画を立てる。更にこれらの計画・実施・

評価の総合的な基礎資料として、住民に対して面接や質問票による調査を行う。

4 － 2　支援の留意点

今回示された活動の多くは RHMT／CHMTs の日常活動でもあるが、これらすべての活動を行

うために業務の効率化が図られなければ不可能であり、その必要性はタンザニア側も認識してい

る。

効率化のためには何が必要か、どのような対策が必要かをタンザニア側が自ら考え、その中で

タンザニアが行うべきものと、日本側でなければできないことが整理されることが求められる。彼
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らが作成した業務効率化計画に基づいて日本が必要に応じて支援することが重要である。その計

画づくりの経過そのものが能力向上のために必要不可欠な過程である。

今回打ち出された活動に対する支援も正しく同様であり、効果的な活動を効率よく実施するた

めに必要な環境整備などを彼らで解決する事項を策定し、それに基づく支援を行うべきである。決

して日本側から最初に答えを与えるような支援は行ってはならない。

4 － 3　国内支援体制の整備

今回のワークショップでは前述のとおり、保健情報システムの改善、RHMT／CHMTs 間の情報

や経験の共有、計画・実施・評価等の向上という 3 つの活動の柱が示された。これらの活動を効

果的に実施し、適正に評価することができるための支援を行う国内体制の構築が求められる。こ

れらの活動はいずれも日本においては地域保健活動の一環として行われているので、地域保健分

野を中心とした領域から適任者を国内委員に加える必要がある。

具体的には、大学や研究所において教育研究に従事している専門家と、都道府県等において保

健情報を活用して保健計画を立案し、実施している専門家から選考することが必要と思われる。ま

た、効果的な研修を行うためにも、これらの委員の所属する機関や都道府県において一定期間タ

ンザニアからの研修員を受け入れられることが望ましい。なお、研修に関しては行政能力の向上

という観点から既存の集団研修における全般的な知識の修得とこれらの機関における実践的な経

験を組みこんだ研修プログラムとなることが適切であろう。

4 － 4　所　感

本プロジェクトが予算上 2001 年 4 月に開始されて約 8 か月、準備期間の後実質的にプロジェク

ト活動が開始されて約 5 か月が経過した。その間、リーダーの健康上の理由による帰国、他 1 名

の長期専門家の個人的事情による派遣期間の短縮といった予期せぬ重大な事態に直面した。これ

らは、本プロジェクトが日本側のカタリストとしての機能による、人を中心とした行政能力向上

という、両国にとってチャレンジングな課題をより一層挑戦的にさせた。しかし、今回のPCM ワー

クショップを通じて残りの 4 年あまりの活動内容が明確に示されたことは、このような厳しい状

況のなかで極めて大きな成果があったと考えられる。これらの成果は日本側の強いリーダーシッ

プによって誘導されたものではなく、むしろタンザニア側の自主的なそして積極的な参加により

達成できたことに大きな意義が感じられる。この成果こそが本プロジェクトの初年度における最

も大きな実績であり、タンザニア側の能力の向上が示された最初の証拠ともなり得ると思われる。

今後これを基に更なる向上の潜在的可能性を伺わせる。

プロジェクトは活動内容が決定されないまま開始され、見切り発車的なものとして大きな不安

があったのは事実である。しかし、今回、現状分析をタンザニアが主体的に両国間で行い、現状
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の問題点を抽出し、自らの弱点を明確にし、それを共有することにより、今後の活動を優先順位

をつけて決定できたことは、正に本プロジェクトに期待されている成果の一つであり、現状分析

として 1 年近くの期間を置いたことは結果的に成功した。今回の事例において、すべての活動内

容を強固に決定してプロジェクトを開始するのではなく、現地において一定期間を置き、現地の

情報を十分収集し、C／P の能力を見極めてから活動内容を決定することは、一見時間がかかるが、

真のニーズに基づいた活動を実施するうえにおいて、非常に有効な手法となることが今回示唆さ

れた。本プロジェクトをこのような意味において一つの成功例として評価し、今後の様々な JICA

プロジェクトの運営において参考にしていただければ幸いである。
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5．PCM ワークショップ報告

5 － 1　目　的

2001 年 12 月 12、13 日、タンザニア、モロゴロ州モロゴロ・タウンのホテル・オアシスにてタ

ンザニア側、日本側の関係者の参加した PCM ワークショップが開催された。

ワークショップの目的は、参加者の知識、経験、アイディア、および今までプロジェクトで実

施されてきた各種調査結果に基づいて、分析ステップを踏んで、PDM を作成することであった。

5 － 2　方　法

2000 年 12 月のワークショップで作成された結果（問題系図、目的系図）と、JICA タンザニア事

務所、およびプロジェクト専門家との事前打合せの結果以下の手順で PCM ワークショップを実施

した。なお、本ワークショップ直前の 2001 年 11 月には、調査団来訪に備えてプロジェクト専門

家と C／P のみで事前ワークショップが実施されている。

（1）モロゴロ州全体として分析を行った。

（2）2000 年に作成された問題分析の選択された部分に基づいて修正見直しされたものについて

詳細な問題分析を行った。

（3）上記問題系図に基づいて詳細な目的分析を行った。

（4）－ 1　目的分析上の各アプローチ、活動について現地側のその実現可能性について議論し、

マークをした。

（4）－ 2　各活動主体を特定した。

（5）同様に目的分析上の各アプローチ、活動について日本側の実施可能部分についてマークし

た。

（6）参加者により双方の実施可能かつ優先度の高い部分を選択し、プロジェクトに含まれる部

分について参加者の合意を得た。

（7）この選択された部分の情報を基に、PDM を作成し、合意を得た。

5 － 3　参加者

PCM ワークショップ参加者は以下のとおりである。参加者全員のリストは 24、25 頁に示す。

12 月 12 日：タンザニア側 23 名、日本側 7 名、計 30 名

12 月 13 日：タンザニア側 24 名、日本側 7 名、計 31 名
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詳細に、深く分析された。中心問題は Inadequate  capaci ty  bui ld ing of  the  RHMT and

5CHMTs と設定され、8 つの直接原因が設定された。

（2）目的分析

目的分析は上記の問題系図に基づいて実施され、個々の問題解決に必要な多くの具体的手

段が追加された。

（3）プロジェクトの選択

目的系図上のアプローチとすべての活動について、1）Feasibility Analysis を行い、それぞ

れのカードが Feasible か否かを検討した。2）次に、活動主体を明確にするため、それぞれの

カードに RHMT、CHMT、Others を追記した。3）更に、JICA 側がプロジェクトとして支援

できる部分、支援できない部分を明示した。

以上を踏まえて、最終的にプロジェクトとして選択する部分を線で囲み明示した。

（4）PDM

目的系図上で選択された部分の情報を基に、PDM の作成が始まった。プロジェクト目標と

上位目標は既に設定されており、これを前提に成果からはじめ、活動に移った。その後、外

部条件、指標、入手手段を設定し、最後に投入を記入した。

それぞれの段階で多くの議論がなされたが、最終的に参加者全員の合意を得て PDM が作成

された。唯一、プロジェクト目標の指標については最後まで決定的な案がでず、今後の調査

活動により設定することになった。

5 － 6　所　感

（1）プロジェクトは 4 月以降多くの困難に直面していたが、今回のPCM ワークショップでPDM

が作成されたことにより、スタートラインに立てたと思う。モデレーター自身、ワークショッ

プを開く際に多少の不安はあったが、2 日間のワークショップがその目的を遂行することがで

きたのは以下の要因によると思う。

1）PCM は参加型計画立案であり、参加者の意見、アイディア、経験、ノウハウ、によってプ

ロジェクトのデザインが作られるため、積極的な発言（カードによる）が必要である。今回の

ワークショップでは、現地参加者の非常に積極的なカードの提出があり、特にカードの書き

方、分析の仕方について非常に良く理解していた。これは、事前のセミナー等の準備が良く

行き届いていた点に起因する。

2）ワークショップでカードは英語で書かれたが、議論は英語、スワヒリ語の両方で行われた。
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プロジェクト専門家がいずれもスワヒリ語に堪能であり、大変にスムーズにコミュニケーショ

ンが行われた。参加者、それぞれが異なる知識経験、視点をもっていたのが、このコミュニ

ケーションにより一つの方向に集約できた。

3）調査団員の多大な協力を得たことも大きな要因であった。第 1 日目の夜は 12 時過ぎまで目

的系図上でプロジェクトに含むことができる部分について議論した。また、プロジェクト目

標や成果の最終的な決定では調査団員の的確な意見が有効であった。

4）C／P は非常に有能な方々で、議論もかみ合い、主要C／P が他のワークショップ参加者に

説明をする場面もあり、合意形成に大きな役割を果たした。

5）一般に、計画段階のワークショップではどうしても野心的になり過ぎる傾向があるが、今

回は各活動の実施主体の明確化、その実現可能性、C／P の時間的余裕を含めた実行能力と

いった点を含めて、参加者が現実に立脚してプロジェクトのデザインを考えた。

（2）今回作成されたPDM はVer.No.2（2001 年 3 月実施協議時PDM がVer.No.1）であるように、

PDM は、状況の変化、モニタリングによる内容の修正等に合わせて、必要に応じて修正すべ

きである。特に、今回の PDM では、プロジェクト目標の指標は具体的に設定されておらず、

できるだけ早い段階でプロジェクト目標の進展度を図る指標を見つけだす必要がある。また、

成果、上位目標の指標についても具体的数字を入れて精緻化することが望ましい。
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